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《連載》進む船籍の環境対応
国際会議での議論に積極的に関与
マーシャル諸島船籍

 マーシャル諸島船籍は、島しょ国で地球温暖化影響を直接的に受ける⽴場であり、⼀定規模
の代表団を送り、主だった委員会に⼈員を派遣するなど、ＩＭＯ（国際海事機関）や国連気候
変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ）の議論に関わってきた。また、豊富な技術陣が、業界関
係各社と多くの共同プロジェクトの⼀員として積極的に参画しているほか、グリーンアワード
受賞船へのインセンティブ提供も⾏っている。さらに、環境対応も評価の要素の１つとなる⽶
国沿岸警備隊（ＵＳＣＧ）から優良船認定制度「QUALSHIP 21」の認定を19年連続で取得す
るなど定評を得ている。マーシャル諸島船籍の登録業務を⾏うマーシャルアイランド海事局の
栗原道則⽇本代表に同船籍の環境対応の現状や今後の展開などを聞いた。

■業界に寄り添った対応を

 ̶ 海事産業全般の環境対応に対する取り組みに対して、どのように⾒ているか。
 「ＩＭＯの第80回海洋環境保護委員会（ＭＥＰＣ）でパリ協定に沿った⽬標が設定された。
船舶燃料のライフサイクル全体のＧＨＧ排出量を評価するための⼿法を定めたガイドライン
（ＬＣＡガイドライン）も採択され、新燃料を評価する体制が整った。各業界団体などが単
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体、あるいは他社と組んで、経営判断として環境対応の⽅向性を定めつつある。環境への意識
は企業も含めて強く持っており、ネットゼロに向けて本気で取り組んでいるとみている。新燃
料候補はまだ何種類もあり、業界全体の⽅向性が決まらない中で判断するのは勇気が必要で、
リスクを負う判断となる。そのような現状をしっかり⾒定め、業界に寄り添った対応を⼼がけ
ていきたい」

■積極的にフィードバック

 ̶ ＩＭＯなど国際的な環境対応の議論について、どのように関わっているか︖
 「当船籍は、島しょ国で環境温暖化影響を直接的に被るという⽴場、⾃分たちの当事者意識
が強い国ということもあり、ＩＭＯやＣＯＰの議論の場で環境対応の必要性を積極的にアピー
ルしてきた。環境対応は海事産業全体として取り組む機運は⾼まっていることから、当船籍と
しても業界の多くの関係者と連携し、そしてサポートするという意識で活動している。そのた
め、相応規模の代表団を議論の場に送り、主だった委員会にも⼈員を派遣している。環境保全
強化を歓迎するお客様に対し、それをサポートする技術集団も持っているので、⽇本をはじめ
主要な海運国には積極的に議論の内容などをフィードバックしている。今後も必要なロビーイ
ングなどを⾏いながら⾃分たちの主張を発信していきたい」

■アピールの割合は世界でも有数

 ̶ 脱炭素化について、どのようなかたちで貢献してきたか、また今後どのような取り組み
を考えているか。
 「地球温暖化のレベルに関する議論はいろいろあるが、マーシャル諸島は南氷洋が全部溶け
て平均海抜が３ｍ上がったりすれば国そのものの存続が難しくなるので、環境対応についての
当事者意識は⾮常に強い。それもあり他の島しょ国とも協⼒しながら温暖化を⽌めたいという
思いで連携し、ＩＭＯやＣＯＰといった国際会議の場で強いアピールを続け、環境問題に対し
て発⾔してきた。国⼒で発⾔⼒を割ると、アピールの割合は世界の中でも有数だと思う。その
アピールには技術⾯での裏付けも必要となるが、当船籍では豊富な技術陣を抱えており、それ
を可能としている。実際、⾵⼒推進船の技術評価に関するプロジェクトに参画したり、⽔素発
⽣装置に対して基本認証（ＡｉＰ）を発⾏するなど、個々の具体的なジョイントプロジェクト
に⼀員として参画している。ネットゼロに向けては、今後も多くの宿題が残っており、引き続
き技術的なバックグラウンドを持つ代表団を送り、業界関係者が納得感を持つ規則内容にでき
るよう議論に関わっていきたい」

■議論を納得感ある⽅向性へ導く

 ̶ 環境対応に関連する貴船籍の直近のトピックスや新サービスは︖
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 「グリーンアワードの30％インセンティブは毎年続けている。ＧＨＧに限らず、環境全体と
いう視点では、ＵＳＣＧの“QUALSHIP 21”の受賞についてもその評価基準として環境要素が含
まれている。旗国で唯⼀19年連続取得していることが、環境、安全も含めて決められたことの
励⾏について、客観的に評価を得ている証左だ。ＩＭＯでは今後も環境対応に関する議論が続
く⾒通しだ。船底⽣物付着管理規則や⽔中騒⾳の議論も進んでいるし、ＧＨＧ規制において
も、エネルギー効率設計指標（ＥＥＤＩ）のフェーズ４やＣＩＩ（燃費実績格付け制度）の実
際のデータ収集について、実効性を持たせるための議論がまだ残っている。その議論において
は、当船籍の技術陣も引き続き積極的に参画し、技術的な根拠とともに議論を納得感ある⽅向
へ導きたい」

■規則の⼊⼝、出⼝で旗国として対応

 ̶ 環境対応について、特に⽇本国内の関係者と連携して取り組んでいる案件などは。
 「⾵⼒やデュアルフューエルについては、⽇本でも個別に問い合わせがある。ガイドライン
などは船級協会から出つつあるが、最終判断は旗国に問うという流れはまだ残っている。環境
対応を検討している造船所や船主からのそれら対応設備搭載における規則上の相談について
は、技術陣とＩＭＯの最新ツールなども活⽤し、当船籍としての判断を逐次⽰していく。便宜
置籍国という⽴場上、技術陣を充実させて船級のような広範なサービスを⽤意することは難し
いが、ＩＭＯの⼀加盟国として、規則の⼊⼝、出⼝は旗国として対応が可能だと思うし、実⼒
ある船級協会とより緊密に連携して、船級協会が対応する中での問題点や規則の⽣成過程での
業界意⾒を反映できるようにパイプ役を果たすことはできる。ベーシックなサービスの競争⼒
を築くことと並⾏して、技術的なアドバイスについてもさらなる安⼼感を持ってもらえるサー
ビスの在り⽅を模索していきたい」
（聞き⼿︓⾼⽊宏冶）
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